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中期経営計画2024 ～Be a Trailblazer～の進捗

旭化成グループは、中期経営計画2024 ～Be a Trailblazer～の目標達成に向けて、基本方針に沿って事業
ポートフォリオマネジメントと経営基盤の強化を推進しています。目指す姿の実現に向け、挑戦と変革を
続けています。

経営基盤強化
•  グリーン（G）、デジタル（D）、人財（P）の 
トランスフォーメーションを推進

• 無形資産の最大活用に向けた取り組みの加速

基本方針

2022年 4月

2022年度

2022年度実績

目指す姿

財務KPI 

営業利益 1,284億円
ROE −5.5%　　ROIC   4.0%

非財務KPI

Scope1とScope2の 
GHG排出量
368万t-CO2e*1

環境貢献製品による 
GHG削減貢献量
120（指数）*2

ラインポスト＋高度専門職 
における女性比率

3.8%

デジタルプロフェッショナル 
人財数
1,206名
デジタルデータ活用量
2.6倍 （2021年度比）

高度専門職人数
294名

2つのサステナビリティの 
好循環非財務KPI

Scope1とScope2のGHG排出量
30%以上削減（2013年度比）

環境貢献製品による 
GHG削減貢献量

2倍以上 
（2020年度比）

ラインポスト＋高度専門職 
における女性比率 10%

財務KPI 

営業利益 4,000億円
ROE 15%以上
ROIC 10%以上

持続可能な 
社会への貢献

持続的な  
企業価値向上

2030年度近傍の長期展望

2024年度

2024年度目標

財務KPI 

営業利益 2,000億円以上
ROE 9%以上　　ROIC　6%以上

非財務KPI

デジタルプロフェッショナル人財数 

2,500名
デジタルデータ活用量
10倍（2021年度比）

高度専門職人数
360名

*1 速報値であり、第三者機関による保証を受けて変更が生じる場合があります。
*2 2020年度を基準（100）とする指数
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事業ポートフォリオマネジメント

次の成長のための挑戦的な投資
次の成長を牽引する事業「GG10」へ重点的にリ
ソースを投入し、2030年度近傍で営業利益の7割
超を占める形を目指す

スピード、アセットライト、高付加価値を 
強く意識して推進

構造転換や既存事業強化による 
キャッシュ創出
戦略再構築事業の改革と抜本的な事業構造転換を
統合したアプローチで構造転換を検討



 2022年度の振り返り
　2022年度の業績は、既存事業の拡大や円安の進行、石油化学製品の価格上昇などにより、売上高
は過去最高の27,265億円となり、すべての事業セグメントで増収となりました。一方で、半導体不足
が長期化したことや中国におけるロックダウンの影響で起きた需要の減退、原燃料価格の高騰など
が影響し、営業利益は1,284億円と低迷しました。また、2023年3月にLIB用セパレータを生産する
米子会社Polyporeで減損損失1,864億円を計上したことにより、当期純損失を計上しました。計画

発表当初の2024年度の営業利益目標である2,700億円の達成は2、3年遅れとなる見込みです。
2024年度の営業利益目標は2,000億円以上、資本効率の目標はROE9%以上、ROIC6%以上を目
指し、引き続き中長期的な視点で成長を図ります。当初立てた成長戦略を着実に遂行し、再び成長
軌道へと回帰していきます。

価値提供分野／領域・事業 2022年度の成果と課題 2024年度に向けた方向性

Environment & Energy 

マテリアル領域
環境ソリューション事業

GXの実現を目指し、グリーンソリューションの推進、蓄エネルギー分野の深耕、カーボンニュー
トラルに向けた取り組み推進の3つのアプローチにリソースを集中させました。
基盤マテリアル事業とセパレータ事業の低迷を受け、営業利益は、年初に発表した423億円予
想に対して－23億円と大幅な減益となりました。
この結果を受け、セパレータ事業の戦略見直しと、石油化学チェーン関連事業での一層の構造
転換の加速が喫緊の課題であると認識しました。

セパレータ事業と水素関連事業への先行投資を継続します。セパ
レータ事業については、既存事業の収益基盤の改善を進めるととも
に、戦略を見直したうえで他社資本の活用やアライアンスも見据え
た拡大戦略を加速します。水素関連事業については利益貢献まで時
間がかかる見通しですが、将来の需要拡大に備え開発を進めていき
ます。
構造転換を加速させる取り組みの一つとして、石油化学チェーン関
連事業を中心とした汎用的な製品については抜本的な対策を検討
します。

Mobility 

マテリアル領域
モビリティ&インダストリアル事業

自動車内装材関連と次世代モビリティ向けの製品ラインアップ強化に注力し、特にEV向けの
製品では、多様な技術・知見を掛け合わせたコンセプト提案を進めました。
半導体不足などによる自動車市場の成長鈍化の影響を受け、営業利益は、年初に発表した
238億円予想に対して108億円と低迷しました。
この結果を受け、自動車市場の動向の注視と収益回復に向けた準備が課題であると認識しま
した。

自動車産業の復調の兆しを確実に捉えて収益を回復させるために、
重点カーメーカーとの深いパートナーシップ構築による革新素材、
ソリューション提供を加速します。コスト競争力の強化と製品ポート
フォリオの見直しに注力することで、事業の体質強化を図ります。

Life Material 

マテリアル領域
ライフイノベーション事業

デジタルソリューションでは、電子部品事業と電子材料事業を融合し、デジタル社会で求められ
るニーズに応えるために新たな事業機会を積極的に模索しました。
一部製品での市況回復の遅れや、コンフォートライフにおける工場火災等の影響により、営業
利益は年初に発表した374億円予想に対して278億円となりましたが、デジタルソリューション
では相応の収益を確保しています。
今後はデジタルソリューションの事業拡大に向け、電子材料の能力増強が必須であると認識し
ました。

デジタルソリューションは、高いROICを維持しながら高成長も期待
できる事業であり、既存製品の拡大に加えて、先端半導体および実
装プロセスにおいて、新たな提供価値の実現機会に向けた共創機会
の探索を進め、積極的な拡大施策を実行します。
コンフォートライフは収益基盤の立て直しに注力します。
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価値提供分野／領域・事業 2022年度の成果と課題 2024年度に向けた方向性

Home & Living

住宅領域

国内事業では厳しい事業環境の中、各事業部門の連携を強化して顧客満足度を追求し、海外
事業部門では積極的な拡大を行いました。建築請負部門は、建築資材高騰影響など厳しい事
業環境下においても、物件の大型化・高付加価値化による平均販売単価の上昇やコストダ
ウン等により、増収増益を達成しました。また、海外事業部門においては、北米・豪州ともに
新たな買収によって事業エリアを拡大し、将来に向けた事業ポートフォリオ転換を進めました。
その結果、年初の計画をやや上回り、760億円の営業利益となりました。課題は、各事業の生
産性・収益性を向上させ、今後も安定的なキャッシュ創出を実現していくことだと認識してい
ます。

建築請負部門においては、ハイエンド層を含めたマーケティング戦
略を浸透させるほか、ZEHやZEH-Mの比率向上により、さらなる
高付加価値化戦略を推進し、RE100の目標達成などサステナブル
な社会の実現に向け取り組んでいきます。海外事業部門は、工業
化を通じた効率化や生産性向上による高品質な住まいの提供を目
指し、資材価格や需要変動に左右されない強い経営基盤を構築し
ていきます。

Health Care

ヘルスケア領域

当社グループの利益成長を牽引すべく、医薬・医療機器の両事業でグローバル市場における
幅広い事業機会を捉え、「グローバル・ヘルスケア・カンパニー」への進化を追求しました。
医薬・医療事業において主力製品が堅調に販売を伸ばしたものの、クリティカルケア事業に
おいて半導体不足による部材調達難と米国景気後退による受注減速の影響を受け、成長が
停滞したことから、営業利益は、年初に発表した580億円予想に対して419億円となりました。
一方で、中期的な成長に向けて、医療事業で買収を通じたバイオ医薬品CDMO事業への進
出を果たしました。
2022年度業績は当初予想を下回る水準となりましたが、中長期的な成長を期待する領域とし
て、中期経営計画で定めた成長戦略を着実に実行していくことが必須であると認識しました。

クリティカルケア、グローバルスペシャリティファーマ、バイオプロ
セスを成長領域とし、既存事業の拡大とこれまで積極的に行ってき
た投資の成果の結実を目指します。それに加え、Ｍ&A、ライセンス
導入等の事業開発を活用することで、グローバル市場における成
長機会の取り込みを継続し、売上高と利益のさらなる拡大を追求し
ます。

 次の成長のための挑戦的な投資
　2022年度は、次の成長を牽引する事業として設定したGG10に対し、重点的にリソースを投入しま
した。M&Aの機会も積極的に探索して大胆な投資を実行することで、2030年度近傍にはグループ
全体の営業利益の70%以上をGG10が占めることを目指しています。2023年度もGG10に重点的に

リソースを投入する考え方は継続しますが、GG10の中でのリソースアロケーションの優先順位をより
明確にして投資判断を行います。
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投資における位置付け GG10 投資規模と方向性（2022–2024年度 、意思決定ベース） 利益*1成長目標
（2024年度における2021年度対比での利益増分）

重点成長

これまでの投資からの利益創出に
今まで以上に注力しながら、中期
成長に向けた積極的な投資を継
続する

Health Care

クリティカルケア 2022年5月に実行した米国のバイオ医薬品CDMO事業のBionovaの買収をはじめ、最大2,000億円程度の投資
を計画しています。引き続きヘルスケア領域では成長のための投資機会を積極的に探索します。
これまでのM&A投資案件の状況としては、Veloxis Pharmaceuticals（以下、Veloxis）はCOVID-19感染拡大の影
響を受けて売上が減少し、当初の計画から1、2年遅れで進捗しています。Respicardia, Inc.（以下、Respicardia）、
Itamar Medical（以下、Itamar）は、ZOLL Medical Corporation（以下、ZOLL）とのシナジー効果を確実に創出し、
売上拡大を目指します。Bionovaは、次世代抗体医薬品のプロセス開発、GMP製造*2能力の増強を決定しており、
受注拡大による利益増を目指します。

約150億円増 
グローバル 
スペシャリティファーマ

バイオプロセス

Life Material 

デジタルソリューション 2022年に感光性ポリイミド「パイメル™」の生産能力増強を意思決定したことをはじめ、最大2,000億円程度の
投資を計画しています。引き続き非連続成長機会の探索も含め、積極的な投資による成長を目指します。 約100億円増 

戦略的育成

将来の成長ドライバーとして、競争
力強化の観点での他社提携を活
用しながら、先行的投資を進める

Environment & Energy 

蓄エネルギー 将来の成長ドライバーへの先行投資として、中期的な成長ポテンシャルの高いセパレータ事業と水素関連事業を
中心に2,000億円以上の投資を計画しています。特にセパレータ事業においては、北米市場におけるLIB用セパ
レータ「ハイポア™」の生産能力増強などの大規模投資の検討を進めています。 ̶ 水素関連

CO2ケミストリー

収益基盤拡大

安定した収益創出を維持しながら、
その収益規模を確実に拡大できる
投資機会を探索・検討する

Home & Living

北米・豪州住宅 2022年11月に実行した米国Focus社の買収と2023年2月に実行した豪州Arden Homes Pty Ltd（以下、Arden）
の買収をはじめ、最大1,000億円程度の投資を計画しています。
これまでの投資案件の状況としては、北米住宅事業のSynergos Operations LLCについては展開エリアが慢性
的な住宅供給不足であり引き続き底堅い需要を見込んでいます。豪州住宅事業のNXT Building Group Pty Ltd
（以下、NXT Building Group）は、工事プロセスの合理化や効率化を進め、成長を加速させます。

約100億円増 

環境配慮型住宅・建材

Mobility 

自動車内装材

2022年度に米国での自動車内装材関連の拡大投資を行ったことをはじめ、最大1,000億円程度の投資を計画して
います。当該分野はこれまでの投資の成果創出に注力し、今後の投資は確度の高い案件にフォーカスしていきます。
Sage Automotive Interiors, Inc.（以下、Sage）は、自動車市場の成長鈍化の影響で業績が低迷していましたが、
市場の回復に併せて成長軌道へ回帰します。

約100億円増 

*1 利益=営業利益+PPA償却費
*2 GMPとはGood Manufacturing Practiceの略であり、医薬品製造業者が遵守すべき製造に関連する諸基準を定めたもの。GMPの厳格な基準に準拠して医薬品を製造することを医薬品GMP製造と呼ぶ。
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  構造転換や既存事業強化によるキャッシュ創出
　業績が計画発表当初の目標値を下回っている状況を踏まえ、事業の構造転換をこれまで以上に加
速させていきます。中期経営計画開始当初は、COVID-19感染拡大の影響等で足元の業績が悪化した
「戦略再構築事業」の改革と、業績だけでなく、当社グループの目指す姿との適合性の観点で事業構造
転換を図る「抜本的事業構造転換」の2つのアプローチで進めてきました。現在は、原材料などの需給
関係にある事業も含むことを踏まえて、2つのアプローチを統合して構造転換を検討しています。検討
対象事業の売上高の合計は、2021年度実績で約7,000億円以上にのぼります。このうち、戦略再構築
事業でExitと判断した事業を含む複数の事業の構造転換を2024年度までに完了させることを目指し
ており、対象事業の売上高の合計は1,000億円以上となっています。また、収益のボラティリティが改
めて課題として浮き彫りになった汎用的な化学品等を石油化学チェーン関連事業と位置付け、前述の
1,000億円と重複する事業も一部あるものの、売上高の合計として約6,000億円規模の事業を対象と
しています。石油化学チェーン関連事業については、カーボンニュートラルの実現に必要な投資を

行い、炭素税を含むコストを負担しても十分な利益を上げることが可能かどうか、という点を特に重視
して議論を進めています。
　事業構造転換は、①ジョイントベンチャーなどによる他社との共同事業化、②事業からのExit、③カー
ボンニュートラル関連の技術開発・高付加価値化の推進、という大きく3つの方向があり、③の可能性
を模索しながらも①と②の可能性も並行して検討しています。ベストオーナーの観点で適した相手を
模索し交渉を進めるなど、すでに複数の事業で方向性を確定して具体的なアクションを起こしていま
す。未確定な事業についても2024年度までに方向性を確定し、順次実行に移していきます。事業の
撤退や他社との共同事業化により連結から外れる事業があるため、石油化学チェーン関連事業の営業
利益は減少しますが、安定的に利益成長を目指せる収益体質への転換を目指していきます。また、バ
イオ原料に関する技術開発を通じて自社のサプライチェーン全体のカーボンニュートラル化だけでな
く、ライセンスビジネスなどによる利益創出も見据えています。

石油化学チェーン関連事業の構造転換の方針 

アプローチ方法 取り組み事例

①
 ジョイントベンチャー 
などによる他社との 
共同事業化

• 事業競争力強化
• 必要な投資、コスト負担のシェア
•  カーボンニュートラル関連の 
革新技術の相互活用

スパンボンド不織布事業に 
おける共同事業会社の設立

② 事業からのExit
• 工場の縮小・閉鎖
• ベストオーナーへの事業売却

ペリクル事業の譲渡

③
 カーボンニュートラル 
関連の技術開発・ 
高付加価値化の推進

•  カーボンニュートラル関連の自社 
独自技術または導入技術の活用

•  顧客に価値訴求できる製品ポート
フォリオ転換

バイオエタノールからの 
基礎原料製造に関する 
独自技術の開発の推進

•  中期経営計画期間（2022–2024年度）に1,000億円以上の事業の構造転換を 
実行予定（戦略再構築事業でExitとした事業を含む）

•  石油化学チェーン関連事業約6,000億円のカーボンニュートラルを見据えた 
中期的方向性を検討

検討対象の事業の合計売上高 

（2021年度実績）

7,000億円以上

事業構造転換の検討の方向性
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　マテリアル領域は、環境ソリューション、モビリティ&インダストリアル、
ライフイノベーションという3つの事業を展開しています。それぞれ
「Environment & Energy」「Mobility」「Life Material」という価値提供分野
に対応しており、変化し続けるさまざまな社会ニーズに対し、当社ならでは
の付加価値の高い素材・製品群を提供しています。
　2022年度は総じて経営環境が厳しく、特に環境ソリューションの基盤マテ
リアル事業で大きく業績が落ち込みました。このことは、石油化学チェーン
関連事業を中心とした構造転換の必要性を改めて浮き彫りにしたと考えて
います。また、セパレータ事業では、ハイポア事業の成長にリソースを集中
する方針を明確にし、Polyporeの減損を実施しました。ほかにも、ペリクル
事業の譲渡やスパンボンド事業の共同事業化など、ベストオーナーの観点
も踏まえ、領域の中期的方向性を見据えた変革を進めた1年でした。
　2023年度は、中国を中心とした景気後退を背景とする需要の減速など
経営環境の不透明さは継続するものの、セパレータ、自動車内装材、デジ
タルソリューション等の成長事業の拡大を図ります。一方で、汎用タイヤ

コード事業からの撤退等、これまで検討を進めてきた事業の見直しを引き
続き実行に移し、収益性を高めていきます。

 事業ポートフォリオ転換を進め、次の成長事業にリソースを集中
　マテリアル領域では、中期経営計画最終年度である2024年度の目標とし
て、売上高1兆5,300億円、営業利益1,100億円を目指します。営業利益は
2022年度の水準から大幅な改善が必要となりますが、生産性向上、コスト削
減等の施策を実行するとともに、事業ポートフォリオ転換を含めてリソースア
ロケーションを明確化し、GG10を中心とした成長事業を拡大させます。
　GG10については、このたび事業の方向性に応じて3つの分類を定めまし
た。重点成長分野として位置付けたデジタルソリューションは、高いROIC

を維持しながら高成長を目指せる事業だと考えており、先端半導体向けに
能力増強を決定した「パイメル™」など個々の製品の伸長に加え、電子材
料・電子部品を併せ持つ強みを活かした独自の価値提供や、非連続的な成
長機会を追求します。
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領域別戦略

マテリアル  
領域長メッセージ

マテリアル領域担当 
代表取締役社長 兼 社長執行役員 

工藤 幸四郎 

変化し続ける社会のニーズに多様な技術とイノベーションで貢献“

ライフイノベーション事業　　

モビリティ&インダストリアル事業　

•  カ―インテリアファブリック
•  人工皮革「Dinamica®」　
•  エンジニアリング樹脂「レオナ™」「テナック™」 
「ザイロン™」、ビーズ状発泡体「サンフォース®」、 
成形機用洗浄剤「アサクリン™」

• ナイロン66繊維「レオナ®」
• ウレタン系塗料硬化剤「デュラネート™」

環境ソリューション事業　

•    LIB用セパレータ「ハイポア™」「セルガード®」 
鉛蓄電池用セパレータ「ダラミック®」

• 食塩電解システム、中空糸ろ過膜「マイクローザ®」
• 合成ゴム、エラストマー
•    アクリロニトリル（AN）ほか石油化学関連製品

デジタルソリューション
•     ミックスドシグナルLSI、電子コンパス
•  磁気センサー　
•  ガスセンサー
•  感光性ポリイミド「パイメル™」
•  感光性ドライフィルム「サンフォート™」　
•  ガラスクロス

コンフォートライフ
•  キュプラ繊維「ベンベルグ®」、 
プレミアムストレッチ素材「ロイカ®」

•  食品保存用フィルム「サランラップ®」
•  医薬・食品添加剤向け 
結晶セルロース「セオラス®」 

• 感光性樹脂
マテリアル領域
2022年度売上高

13,166億円

国
内

40
.3%

　

　　　　　　
　
　
　
　
海
外

59.7%

マテリアル領域



　セパレータを含む蓄エネルギー、水素関連、CO2ケミストリーの3事業は、
戦略的育成事業と位置付けました。長期的な成長ポテンシャルが高く、他社
資本の活用も含めて戦略的に先行投資を行っていきます。水素関連ではア
ルカリ水電解システムの事業化に向けて実証実験やビジネスモデルの精査
を行っています。世界的な動きを受けて引き合いは非常に多く、事業化の
加速を図っています。
　自動車内装材は、収益基盤拡大分野に位置付けています。ここ数年は自
動車生産低迷の影響を受けましたが、販売数量が回復してきており、生産性
向上施策の成果も含めて、安定収益を上げながら拡大していく形が再び整
いつつあります。市場の回復を確実に捉え、さらなる伸長を図ります。
　一方で、石油化学チェーン関連事業においては、カーボンニュートラルも
見据えた構造転換の検討が必要です。検討の視点は、環境対応に必要なコ
スト負担を含めても十分な利益が創出できるか、という点に尽きます。一つ
ひとつの事業の収益性や競争力を精査したうえで、環境対応関連の技術開
発・高付加価値化の推進や、必要に応じて他社との共同事業化、事業の撤
退なども検討していきます。

新たなビジネスモデルの創出により、高付加価値と収益拡大を追求
　多様な事業を展開するマテリアル領域には、事業構造転換や脱炭素化な
どの課題がある一方で、グループ理念実現に向けて新しい素材、新しいビ
ジネスモデルを創出し、イノベーションを起こし続ける使命とポテンシャル
があります。今後は、顧客の価値向上に資するプラットフォームを提供する
「P-PaaS（Product-based Platform as a Service）」というコンセプトのも
と、例えばイオン交換膜法食塩電解プロセスにおいてスマート電解槽により
予兆保全・最適運転提案といったデータドリブン型サービスを提供するな
ど、単なるモノ売りではないソリューション型事業も拡大させていきます。
　次の成長分野への経営資源シフトによる事業拡大を推進し、高付加価値
で市況の影響を受けにくい収益体質の実現を目指します。

マテリアル領域長メッセージ

2021年度実績
（組替後*1） 2022年度実績 2024年度計画 

（2023年4月公表）

売上高（億円） 12,100 13,166 15,300

営業利益（億円） 1,060 410 1,100

営業利益率 8.8% 3.1% 7.2%

EBITDA（億円） 1,830 1,285 1,870

EBITDA率 15.1% 9.8% 12.2%

ROIC*2  6.7% 2.4% 6.0%

 （注）色付きの項目はマテリアル領域におけるManagement KPI

営業利益、営業利益率の推移
（億円） （%)

KPI

3.1
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（左軸） 営業利益　（右軸） 営業利益率

マテリアル共通　

ライフイノベーション 
事業

モビリティ＆ 
インダストリアル事業

環境ソリューション事業

*1 2022年度の開示区分変更を反映した数値
*2 ROIC＝営業利益（1－税率）／（固定資産＋運転資本等）で算出

組替後* 予想
（2023年5月公表）
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事業戦略

早期事業化とサプライチェーン構築を推進し、アルカリ水電解システムの
リーディングサプライヤーへ
　実証プロジェクトを通じ安全性・耐久性・性能を向上させ信頼性の高いアルカリ
水電解システムを実現するとともに、コスト低減に努め、2025年の事業化を目指し
ます。まずは市場が先行する地域での展開を図りますが、将来的には、世界の電解
システム市場で高いシェアの獲得を目指しており、運転やモニタリングまで手掛け
ることも視野に入れています。
　2022年には、NEDOの助成を受けて川崎製造所において複数の電解モジュールを
制御する実証試験を行うパイロット設備を着工したほか、約150の企業・団体が参画
するグローバルなイニシアチブであるHydrogen Council（水素協議会）にステアリン
グメンバーとして加入しました。また、2023年には米国の脱炭素化を支援する日本水
素フォーラムへ加入し、さまざまな政府機関・企業・団体と連携を深めています。
　水素事業では、川上のエネルギー供給企業や川下の水素需要家をはじめ、多くの
企業と連携し新たなサプライチェーンを構築する必要があります。当社のアルカリ
水電解システムに対する引き合いは多く、主体的にサプライチェーン構築を牽引し
ながら最適なパートナリングを検討し、水素需要の急速な高まりに応えるため、世
界で事業展開を加速していきます。

大型アルカリ水電解システムの早期事業化、低コストのグリーン水素供給により世界のGHG排出削減に貢献し、 
水素サプライチェーンにおけるキープレイヤーを目指します。

事業環境 　脱炭素社会の実現に向け、世界中で水素関連の技術開発が進んでいる

　水素は脱炭素社会を実現するうえで必要不可欠なマテリアルとして近年注目を集めており、再生可能エネル
ギーで製造するグリーン水素に関するプロジェクトが世界各地で立ち上がっています。
　水素製造にはさまざまな方法がありますが、当社が手掛けるアルカリ水電解方式は大型化に適するとされ、大
量の水素を低コストで製造する技術として期待されています。環境意識の高い欧州に加え、米国で2022年に発
効されたインフレ削減法（Inflation Reduction Act）や、日本における水素基本戦略の2023年の改定に見られる
ように、グリーン水素製造および利用の社会実装に向けた世界的な機運の高まりは加速しており、水素製造用電
解システムの市場も大きな規模となることが見込まれています。

当社グループの強み 　食塩電解技術をベースにしたアルカリ水電解システムの実証を着実に推進

　当社のアルカリ水電解システムは、1975年から手掛けるイオン交換膜法食塩電解事業で培った技術をベース
としています。食塩電解において当社は膜、電極、電解槽、運転技術、モニタリングシステムのすべてを供給でき
るメーカーであり、イオン交換膜は高いシェアを有しています。そのノウハウを活用し、再生可能エネルギー等の
不安定な電源にも対応できる大型水電解システムの開発を進め、複数の実証プロジェクトに参画しています。
　国内では、NEDO*1の福島水素エネルギー研究フィールドにおいて10MW規模の水電解システムの実証運転を
しています。また、日揮ホールディングス（株）と共同で行う実証プロジェクトがグリーンイノベーション基金事業*2

に採択されており、100MW級を見通した大規模水電解システムおよび再生可能エネルギーからグリーンケミカ
ル製造までを統合制御できるシステムの開発を進めています。欧州でも、「ALIGN-CCUS」や後継プロジェクトの
「TAKE-OFF」に参画し、運転ノウハウやデータを蓄積してきました。また2023年には「グリーン水素の供給拡大
を実現するためのアルカリ水電解システムの実証研究（欧州）」がNEDOの調査事業*3に採択されました。今後も
パートナー企業と連携して事業化に向けた知見の獲得を進めていきます。
*1  国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
*2  NEDO「グリーンイノベーション基金事業／再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造プロジェクト」
*3 NEDO「エネルギー消費の効率化等に資する我が国技術の国際実証事業／実証要件適合性等調査（実証前調査／実証研究）」

GG10  水素関連

水素事業立ち上げに向けたポイント

• 大型化・モジュール化の技術開発の完成
• 統合制御システムの開発（全体プロセスの最適運転）
• アルカリ水電解システムのコスト低減
• サプライチェーンにおけるパートナーシップの構築
• 地域・事業モデルに応じた水素需要の確保

2025年事業化、 
2030年には新たな 
事業の柱の一つへ
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事業戦略

CO2分離・回収技術の確立に向けた実証およびCO2利用技術の事業
展開を加速
　CO2分離・回収技術に関しては、実際のガスを使った実証実験の検討を
進めており、バイオガス等向けのプロセスで2027年度の事業化を目指しま
す。欧州ではバイオガス活用促進の動きが活発化しており、ロシア産天然ガ
ス代替としてのバイオガス活用を盛り込んだ欧州委員会の「REPowerEU」
計画など、さまざまな政策・制度や投資計画が発表されています。バイオガ
スからCO2を分離しメタンを回収する需要の拡大に向け、当社も欧州での
実証を検討していきます。また、発電所や工場等に向けたシステムの開発
も進めています。
　CO2ケミストリーに関しては、事業化したLIB用電解液原料の技術ライ
センス展開に注力するとともに、開発中であるイソシアネート製造技術の確
立を加速させます。自動車向けの次世代塗料原料としての用途が期待でき
る特殊なイソシアネートは、2026年の事業化を目指しており、塗料メーカー・
自動車メーカー等でのサンプル評価を進め、性能について高い評価を得て
います。
　それらに続く新規技術として、グリーン水素によるCO2変換技術や、CO2

電解還元によるエチレン製造技術、バイオ法CO2変換技術等についても開
発を進めています。
　世界をリードする環境ソリューション技術で、CO2の活用と化石資源の消
費低減に貢献していきます。

カーボンニュートラルに向けて、独自の先進技術でCO2の分離・回収および活用の促進を目指します。

事業環境 　脱炭素社会に貢献するさまざまなCO2関連技術の開発が進む

　カーボンニュートラルの実現に向け、CO2の分離・回収や、回収後の活用に関連する技術の開発が世界で進んでいます。
　環境に関心の高い欧州を中心に、発電所・工場等の排気ガスからのCO2回収や、バイオガスからのCO2分離・メタン回
収など、各産業で脱炭素に向けた動きが高まっており、関連市場も今後大きく伸びていくと展望されています。
　また、企業が原材料調達においてカーボンフットプリントを重視する傾向も急速に強まっており、原材料の製造プロセス
におけるCO2排出量削減に加え、CO2を原料として利用する素材等への関心が高まっています。
　当社はCO2分離・回収技術およびCO2を原料として利用する化学品製造技術（CO2ケミストリー）の開発を推進してお
り、CO2排出量の削減に関して、回収から利用に至るまでさまざまな形での貢献を目指しています。

当社グループの強み 　 独自開発のゼオライトによるCO2吸着と、多彩な技術によるCO2の原料利用

　CO2分離・回収では、独自開発のゼオライトにより混合ガスからCO2を吸着する技術を開発しています。当社はゼオラ
イトを触媒として活用してきた長い歴史があり、その知見や技術をCO2吸着に活かしています。当社のゼオライトを用い
たCO2吸着は、現在普及しているアミン法と比較し消費エネルギーが約半分に抑えられ、回収コスト削減への貢献が期待
されています。
　また、CO2を化学品原料として利用するCO2ケミストリーの研究に1980年代から取り組んでいます。CO2を利用し、か
つ有毒なホスゲンを使用しない世界初*のポリカーボネートの製造技術は2002年にライセンスを開始しており、世界シェ
ア16%相当に技術を提供しています。その技術
ベースと事業化ノウハウを活かし、2021年にはCO2

を原料にしたLIB用電解液原料の技術ライセンスも
開始しました。ポリウレタン原料の各種イソシアネー
トの開発も進めており、これらの分野で世界をリード
する研究開発力と事業化実績を有しています。
* 当社調べ

CO2分離・回収

CO2

化学原料

CO2ケミストリー 
（CO2原料利用）

ポリカーボネート

イソシアネート

各種化学品

LIB用電解液原料

GG10  CO2ケミストリー
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事業戦略

セパレータ事業の成長を追求しながら、新たな事業機会への取り組みを推進
　当社グループは、セパレータ事業の成長を軸に、蓄エネルギー関連事業のさらなる可能
性を追求しています。
　セパレータ事業では、成長が見込まれる「ハイポア™」にリソースを集中する方針を決定
し、北米を今後の主要ターゲット市場として、成長の追求に向けてアライアンスも含めた供
給体制の強化を検討しています。現在北米には主要セパレータメーカーの湿式膜生産拠点
がなく、各社が同一条件下で事業展開を図る中、「ハイポア™」の強みである高い性能、品
質、安全性や生産性、環境対応技術をアドバンテージとして、確固たるポジションの確立を
目指します。
　次世代蓄エネルギーデバイスに向けては、エネルギー密度向上とコスト低減を実現する
革新リチウムイオンキャパシタのライセンス活動を2023年度に本格開始しました。現在開
発中の、イオン電導度の高い溶
剤を使用した革新電解液の事業
化にも取り組んでいます。
　また、中長期での展開として、
巨大な蓄エネルギー市場に向け
て、セパレータ事業で培った知見
を活かしたソリューション型事業
の創出や、次世代の革新電池に
関する取り組みも進めています。

脱炭素社会の実現に向けて高まる蓄エネルギーのニーズに応え、LIB用セパレータを中心とした貢献拡大と、 
次世代に向けた事業機会を追求します。

事業環境 　 社会に広く普及する蓄エネルギーデバイスとして、LIBの重要性は一層
高まっている

　脱炭素に向けた潮流に伴い、蓄エネルギーのニーズの高まりは加速しています。さまざまな新規技術が
開発される中でも、LIBは当面この分野における重要なデバイスであり続けると考えられており、急速に進
む自動車電動化の流れにより、市場の大きな拡大が見込まれています。2022年に米国で発効したインフレ
削減法（Inflation Reduction Act）も、電気自動車のさらなる普及を後押しする見通しです。
　現在主流のLIBには、三元系またはLFPと呼ばれる正極材が用いられています。三元系正極材を用いた
LIBは高容量が特徴で、セパレータには湿式膜が用いられることが多く、一方でLFP正極材を用いたLIBに
は乾式膜が主に用いられます。
　また、世界のLIB需要量が急増する中、LIBのリユースやリサイクルの需要も増加し、新たな市場の形成
が見込まれています。

当社グループの強み 　 蓄積してきた知見と業界をリードする高い技術力により、セパレータの
多様なニーズに応える

　当社グループは、1970年代よりLIBの研究開発を手掛け、現在のLIBの原型を開発しました。この歴史
の中で培った技術や知見をもとに、現在はLIB用セパレータの事業を展開しています。
　技術力に基づく高い性能と品質・安全性、安定供給力に加え、湿式膜・乾式膜の両方を手掛ける強みを
活かした提案力や製品開発力等が高く評価されており、特に高性能が求められる分野において顧客と強
固な関係を構築しています。湿式膜の「ハイポアTM」の販売量は、2000～2021年でCAGR（年平均成長
率）として17%伸長しました。また、世界的にも高い水準の環境対応技術や、蓄積してきた生産技術によ
る高い生産性、これまで築いてきた包括的な特許網等も当社グループの強みです。
　LIB市場が拡大する中国では、ESS用LIB市場の開拓を目指して当社子会社のPolyporeと上海恩捷新
材料科技股份有限公司（SEMCORP）が設立した乾式セパレータの合弁会社が、2022年度下期に稼働を
開始しました。

GG10  蓄エネルギー

車載用LIBセパレータ需要の見通し
（億m2）
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事業戦略

新たなニーズへの価値提供により車室空間のソリューションプロバイダーへ

　自動車内装材事業は、2024年に1,000億円以上の売上高を目指しています。
顧客ニーズを踏まえた製品ラインアップ拡充のため、天然皮革代替としてスエー
ド調人工皮革とともに需要が拡大しているPVC合成皮革の展開を中国で開始し、
将来的には他地域での生産も視野に入れています。「Dinamica®」は生産能力増
強とともに、リサイクル原料比率のさらなる向上などサステナビリティへの取り組
みをさらに強化していきます。また、事業拡大の一方で、拠点の統廃合を含めた
生産体制の強化を推進し、収益性の高い適地適産体制を構築することにより、リー
ディングサプライヤーのポジションを一層強化します。
　加えて、多様化する車室空間ニーズに向けた成長戦略として、内装の特定領域に
おいて自動車メーカーの開発に直接的に関与・貢献できる事業基盤を獲得するとと
もに、ヴィーガンレザー等の植物由来素材やリサイクル性の高いモノマテリアル素
材、快適性の高い内装材の開発等を通じてソリューションの差別性を強化します。併
せて、KAM*2を効果的に活用することで自動車メーカーのクルマ作りを理解し、ト
レンド・ニーズに対応した開発提案を通じて当社ならではの総合的ソリューション提
供をしていきます。
　当社が優位性を有する「デザイン」「サステナビリティ」「快適」ソリューション力に
さらに磨きをかけ、UX*3を起点とした素材・部品開発およびサービス提供を通じて
独自性のある車室空間のソリューションプロバイダーとなることを目指します。
*2 Key Account Management
*3 User Experience

車室空間におけるニーズの多様化により拡大する内装材市場において、 
当社独自の差別性を有した高付加価値型のソリューション提供を目指します。

事業環境 　車室空間へのニーズの多様化により、内装材市場は成長が見込まれる

　自動車業界の潮流であるCASE・MaaSの進展やサステナビリティ志向の高まりにより、車室空間に対するニーズは
多様化が進んでいます。
　それに伴い、素材や部品に
も従来と異なる機能・特性が
求められており、内装材市場は
自動車生産台数の伸び率以
上の成長が見込まれていま
す。多岐にわたる製品・技術を
有する当社にとって、車室空間
におけるニーズの広がりは大
きな成長の機会です。

当社グループの強み 　高品質なサステナブル素材と高いデザイン提案力で顧客のニーズに応える

　当社は2018年にグループに加わったSageの強みである「デザイン力」「顧客提案力」をベースに、地域戦略・素材戦
略をグローバルに推進し、シートファブリック*1市場でグローバルリーディングサプライヤーの地位を築いてきました。
2023年には、当社のスエード調人工皮革ブランド「ラムース」をSageのブランド「Dinamica®」と統合するリブラン
ディングを実施し、原反から製品まで一貫したプロモーションに注力しています。
　高品質かつ製造工程で有機溶剤を使用しないサステナブルな素材として高く評価されている当社の人工皮革に
Sageのデザインを組み合わせることで、独自性のある高付加価値品としてグローバルで採用が増加しており、旺盛な
需要に対応するため、2022年度には宮崎県延岡市で生産能力を増強しました。
　また、当社の多様な製品・技術には、車室空間の質の向上に貢献できるものも多く、それらを組み合わせた当社な
らではの提案には大きな機会があると考えています。自動車メーカー向けにIPランドスケープを活用した提案を行う
など、グループのDX・知財等の基盤も活用しています。
*1 天然皮革・合成皮革を除く、織物、編物、不織布製のカーシート生地

GG10  自動車内装材

CASEが車室空間にもたらす変化

Connected Autonomous Shared Electric

車室空間における 
変化

•  室内環境の 
モニタリング

•  乗員の認識・ 
監視

•  リビングルーム化、
オフィス化

•  シートデザイン・ 
レイアウトの 
多様化

•  不特定多数での 
共用

•  利用シーンに 
応じた仕様

•  静音化
•  熱マネジメント
•  軽量化

内装材・部品への 
新たなニーズ

•  モニタリング 
技術

•  スマート 
テキスタイル

•  快適性
•  デザイン性

•  清掃容易・防汚性
•  防臭・抗菌性
•  機能の高度化・ 
多様化

•  防音、防振、断熱
•  新素材への代替
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事業戦略

電子部品・電子材料事業の一体運営を通じて、新たな市場のニーズ
に特徴あるソリューションを提供
　電子部品・電子材料事業の一体運営を通じ、市場動向を的確に捉えて、蓄
積してきた各種技術をソリューション化し、特徴ある製品・サービスで成長
を加速していきます。デジタルソリューション事業の営業利益として、2030

年近傍で700億円を目指します。
　電子部品では、電気自動車向けにニーズが拡大している次世代パワーデ
バイス用途に最適な高速応答・高感度の電流センシングデバイスの事業拡
大に向けプロジェクトを立ち上げたほか、居室・車室等の空間の音・空気質
向上を実現するノイズキャンセル技術や高精度なCO2センサー等のソリュー
ションが体験できるガレージラボを、中国を中心に複数のグローバル拠点
に設置し、拡販を加速します。加えて、環境・省エネに貢献するホール素子
の事業機会のさらなる追求や、環境センシングを軸にしたソリューションの
提供機会の模索を進めます。
　電子材料では、デジタル化社会の進展を支える5G、6G等の通信システ
ムやデータサーバー等で使われる最先端半導体および実装プロセスの技術
革新に向け、競争優位性の高い電子材料・ソリューションの提供拡大を追求
しており、「パイメル™」については能力増強を決定しました。
　また、次の成長に向けDXを活用した製品開発の加速やイノベーション創
出活動を推進しており、自律的成長に加え、事業領域の強化・拡大に向けた
外部からの技術導入やM&Aも含めた価値創出を進めていきます。

電子部品と電子材料の双方を有するユニークさを活かし、デジタル社会で求められるニーズに 

特徴ある部品・部材、ソリューションで応えます。

事業環境 　社会の変化に伴い多様化するニーズにより、デジタル技術・ソリューションの進化が加速

　AI技術の進歩など社会のデジタル化の加速に伴い、デジタル技術・ソリューションは常に進化し、市場も拡大し続けて
います。また、あらゆる分野でニーズが多様化する中、事業環境の変化に対応し新たな価値を提供していくうえでも、デ
ジタル技術・ソリューションは欠かせないものとなっています。
　特に、環境意識の高まりによる自動車電動化への急速な市場変化や、5G、6G等の高速通信システムの普及を含むデジ
タル化の進展、健康・長寿社会における快適志向等のテーマがデジタル技術・ソリューションの発展を牽引すると見られ
ており、市場も継続して大きく拡大していく見通しです。

当社グループの強み 　電子部品と電子材料のそれぞれで市場をリードする付加価値の高い製品を展開

　電子部品と電子材料の双方を有する市場動向を捉えた事業推進が当社の大きな強みです。
　電子部品事業では、音質制御や磁気、電流、赤外線等のセンシングデバイスを軸とし、経験豊富なアナログ信号処理技
術を活かして、電気自動車用途をはじめ、省エネや健康・快適市場向けに最適なソリューションを提案していきます。デジ
タルとアナログの橋渡しをするミックスドシグナルLSIの設計技術では業界をリードしており、世界的に高いシェアを有す
る製品も多く、革新的で特徴のある電子部品メーカーとして顧客と強固な信頼関係を築いています。
　電子材料事業では、高度な開発力・製造技術・品質管理に加え、顧客の要望への対応力を強みに、高性能で競争優位
性の高い製品を有し、最先端半導体市場の成
長を支えています。半導体素子の表面保護膜
である感光性ポリイミド「パイメル™」や、プ
リント配線板の回路形成に使用される感光性
ドライフィルムレジスト、超極薄地のプリント基
板用ガラスクロス等では世界的に高いシェア
を保持し、グローバルで高い評価を受けてい
ます。

GG10  デジタルソリューション

電子部品事業 電子材料事業

xEV、省エネ・快適市場で競争力の 
あるセンシング技術を強みに革新的
製品を創出

•  センシング 
（磁気、電流、赤外線、ミリ波）
• アナログ信号処理
• ソフトウェア・アルゴリズム

最先端半導体・実装プロセス革新に
対して競争優位性の高い材料・ 
ソリューションを提供

• 高密度配線 
（感光性フィルム、感光性絶縁材）
• 低伝送損失 
（低誘電ガラスクロス、POF）
• 高精度接着（潜在性硬化剤）
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未来を見据えた「LONGLIFE（ロングライフ）」の思想
　2022年度に、旭化成の住宅事業は50周年を迎えました。この大きな節
目の年に、過去最高の売上高、営業利益を達成できたことについて、お客さ
まや従業員、株主・投資家の皆さまをはじめ、すべてのステークホルダーに
心から感謝申し上げます。
　お客さまの支えにより、「ヘーベルハウス™」は都市型住宅として確固た
るポジションを確立してきました。また、リフォームや賃貸・仲介、分譲マン
ション事業など、社会の変化に応じて事業が確実に成長し、近年では海外
住宅事業も展開しています。建材事業についても、旭化成の素材の技術力
を最大限に活かし、高付加価値な住まいを実現する一翼を担ってきました。
　長く、安心して、そして豊かにくらし続ける。創業当時から受け継ぐこの志
は、未来を見据えたサステナブルな住まいのあり方そのものです。当社グ
ループが提供するお客さまのいのち・くらし・人生を支える「LONGLIFE」な
商品やサービスは、これからの時代に一層求められるものと考えています。

国内事業の収益力強化と海外事業の展開による利益拡大を追求
　住宅領域の成長は、社会に貢献するとともに、当社グループのキャッシュ
創出力を向上させてきました。現中期経営計画における住宅領域の2024

年度目標は、売上高1兆円、営業利益950億円です。その達成に向け、国内
事業は人口が将来的に縮小する厳しい環境ながらも安定した収益を確保し、
一方では需要の拡大が見込める海外事業をしっかり伸ばすことが課題です。
　そのような中、建築請負部門では、近年シニア向け住宅や環境貢献住宅
など、より付加価値の高い提案を行うとともに、旭化成ホームズの強みをよ
り発揮できるようハイエンド層も含めた新たなマーケティング戦略の展開
や、組織改革を実行しました。その結果、2022年度の営業利益は、世界情
勢の影響を受けた建築資材高騰など、想定を超える環境変化の中でも前年
度比で増益を達成しました。
　また、海外事業部門では、近年北米および豪州において買収を実施し、日
本で培った工業化住宅のノウハウを通じた住まいの品質と生産性の向上を
目指しています。住宅需要の底堅い両地域において、新たなビジネスモデ
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住宅領域担当 
副社長執行役員
兼 旭化成ホームズ（株）代表取締役社長 兼 
社長執行役員
兼 旭化成建材（株）取締役 

川畑 文俊 

海外事業部門・その他
• 豪州事業　
• 北米事業 住宅事業

建築請負部門
• 戸建住宅「ヘーベルハウス™」　
• 集合住宅「ヘーベルメゾン™」

住宅領域
2022年度売上高

8,990億円
海
外22

.6%

　
　
　
　

　　　　　　  国内
77.

4%

建材事業

•  軽量気泡コンクリート（ALC）「ヘーベル™」
•  フェノールフォーム断熱材「ネオマフォーム™」 
「ネオマゼウス™」
•  基礎杭、構造資材

リフォーム部門
• メンテナンス・改装等

不動産部門
• 賃貸管理事業、不動産仲介事業
• 分譲マンション「アトラス™」

“ 住宅事業の創業から50周年、すべてのステークホルダーの皆さまにとって 
真に価値ある会社Essential Companyを目指します

領域別戦略

住宅  
領域長メッセージ

住宅領域



KPI

住宅領域長メッセージ

2021年度実績 
（組替後*1） 2022年度実績 2024年度計画 

（2023年4月公表）

売上高（億円） 8,224 8,990 10,000

営業利益（億円） 729 760 950

営業利益率 8.9% 8.5% 9.5%

EBITDA（億円） 873 934 1,150

EBITDA率 10.6% 10.4% 11.5%

フリー・キャッシュ・フロー率 4.5% 1.3% 4.0%

ROIC*2 33.2% 27.2% 24.0%

 （注）色付きの項目は住宅領域におけるManagement KPI

KPI

営業利益・営業利益率の推移
（億円） （%）

ルの構築の手応えを感じており、2022年度は、北米事業においてネバダ州
の建築サプライヤーFocus社を、豪州事業はビクトリア州のビルダーArden

を買収し、事業拡大を図りました。

お客さまとともにサステナビリティを推進し、 
環境貢献のリーディングカンパニーを目指す
　脱炭素社会の実現に向けて、住宅事業は2019年度より自らの事業の使
用電力を100％再生可能エネルギーで賄うことを目指すイニシアチブの
RE100へ参加しています。主に太陽光発電による電力をお客さまから買い
取る仕組みにより、当初の想定年度を大幅に前倒しして実現できる見込み
です。これは、お客さまの当社グループへの信頼と期待に基づくものであ
り、お客さまとともにサステナビリティを推進していけることに、非常に大き
な意義を感じています。また、2023年度には、GHG削減に関する国際イニ
シアチブであるSBTにおいて「1.5ºC目標」の認定を取得し、同時にTCFD

への賛同も表明しました。TCFD、SBT、RE100のすべてに取り組む企業は
まだ少ない中、社会的役割をしっかり果たしていきたいと思います。
　50周年を節目に新たな一歩を踏み出すにあたり、住宅事業が目指す
ありたい姿は、「お客さまや社会、従業員にとって真に価値のある会社、
Essential Company」です。住宅事業の価値創出の源泉は、いつの時代も
「人」であることに変わりありません。今後も従業員が成長するための投資
は惜しまず行い、一人ひとりが働くことに誇りと喜びを感じられる組織を築
きます。そして、すべてのステークホルダーの皆さまから必要とされ、愛さ
れ続ける企業を目指します。
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*1 2022年度の開示区分変更を反映した数値
*2  ROIC＝営業利益（1－税率）／（固定資産＋運転資本等）で算出

（年度）

組替後* 予想
（2023年5月公表）
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事業戦略

環境貢献のリーディングカンパニーとして、ZEH・ZEH-Mの普及
とRE100の達成を目指す
　建築請負部門では、集合住宅におけるZEH-M比率向上に向けて、旭化成ホー
ムズが「ヘーベルメゾンTM」の屋根を賃借して太陽光発電と蓄電池の設置・所有・
維持管理を行う商品「Ecoレジグリッド」など、独自の取り組みを推進しています。
また、リフォーム部門では太陽光発電・蓄電池設備
の普及を目指し、賃貸管理事業では、賃貸オー
ナーや当社だけでなく、入居者のクリーンな電力
利用も促進する集合住宅のさらなる価値提供を目
指していきます。
　このように事業横断で環境貢献住宅の普及に
取り組む一方、当社が運営する電力事業「ヘーベ
ル電気」を介して、多くのお客さまに設置していた
だいた太陽光発電の余剰電力を買い取り、旭化
成グループの事業活動で消費する電力に充当し
ています。なお、旭化成ホームズの事業における
電力消費はそのすべてを再生可能エネルギーで
賄うRE100の目標を2023年度中にも達成の見
込みです。

住まいを通じて、お客さまとともにサステナブルな社会の実現に貢献します。

事業環境 　省エネ化の強化、脱炭素化の推進に向け、住宅業界への要請は急拡大

　国内の住宅ストックは、総世帯に対し量は充足しているものの、十分な省エネ性能を満たす住宅は全体の数%であり、
将来世代に継承できる快適な住まいへと更新していくことが急務になっています。また、2050年にカーボンニュートラル、
2030年度には温室効果ガス46%削減（2013年度比）を目指すことが政府により表明され、住宅においてもさらなる省エ
ネ性能の向上や、再生可能エネルギーの導入拡大に向け、関連法
の改正や制度の見直しが急速に進められています。

政府が定める2030年に目指すべき住宅の姿
•  新築住宅はZEH基準の省エネ性能を確保すること
•  新築戸建住宅の6割に太陽光発電設備が導入されること

　一方で、注文戸建住宅のZEH普及率は全体の3割弱、建売戸
建住宅では数%に留まっており、すでに高いZEH比率である住宅
メーカーの役割はさらに大きくなっています。また、新築市場の
みならず、リフォーム市場での太陽光発電設備や断熱化工事の拡
大、さらには断熱材市場の需要増加が見込まれています。

当社グループの強み 　「LONGLIFE（ロングライフ）」の思想で築いた住宅ストックとお客さまとのつながり

　「ヘーベルハウスTM」は、耐震・耐火性能の高さに加え、省エネ・創エネ性能についても優れています。長期にわたり高
い断熱性能を発揮し続ける次世代断熱材「ネオマフォームTM」の採用や、太陽光発電・蓄電池の設置推奨による防災力の
向上など、当社ならではの付加価値提案で近年急速にZEH比率を向上させています。
　また、建物の耐久性能と「60年間無償の定期点検サービス」によるメンテナンスサポートにより、創業以降50年間で建
てられた多くの建物が残存していることも当社の強みです。約29万棟に及ぶ住宅ストックを対象に、ライフステージに合
わせたリフォーム提案や住み替え・売却サポート、保険やインフラ提案など、建築請負部門から始まる事業間のシナジー
を最大限活かし、生涯にわたるお客さま満足の追求を目指しています。

GG10  環境配慮型住宅・建材

新築戸建住宅のZEHの普及状況
（戸）

 非ZEH　  ZEH
出典： 一般社団法人　環境共創イニシアチブによる調査発表会資料

注文 建売 注文 建売 注文 建売 注文 建売
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ヘーベルハウス™

ヘーベルメゾン™

電力小売会社：旭化成
取次：旭化成ホームズ再生可能エネルギー 

電力買い取り・供給

旭化成グループの 

事業で再生可能 

エネルギーとして活用
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事業戦略

　日本の「ヘーベルハウス™」そのものを海
外に持ち込むのではなく、市場を深く理解す
る現地企業と協業することで、施工の品質改
善・効率化や工期短縮、品質の向上を実現し
ます。2025年度の目標であった売上高2,000

億円は2022年度に前倒しして達成しており、
今後は国内同等レベルである10％以上の
ROSを目指しています。

 北米    多岐にわたる製造や施工現場の 
工程を合理的に担うサプライヤーモデルの確立

　木造戸建住宅の壁や屋根を製造・施工する建築部材サプライヤーであるアリゾナ州の
Erickson Framing Operations LLCを中心に基礎・電気・空調設備工事や配管工事など
を手掛ける企業を子会社化し、施工の効率化や品質向上に取り組んでいます。
　2022年度は、新たに建築サプライヤーのFocus社を買収し、ネバダ州ラスベガスに事
業エリアを拡大しました。慢性的な住宅供給不足を背景に今後も堅調な住宅需要が想定
されるほか、アリゾナ州の既存事業とのシナジーも見込んでいます。

 豪州    ビルダー単独・サプライヤー単独では成しえない競争優位性の高い 
豪州モデルの確立

　大手戸建住宅会社であるNXT Building Groupを中心に、創業の地であるニューサウス
ウェールズ州のほか、新たにビルダーを買収するなど他州にも事業エリアを拡大し、着実
にマーケットシェアを伸ばしています。
　2022年度は、戸建ビルダーのArdenを買収し、新たにビクトリア州に進出しました。ビク
トリア州は、戸建住宅市場のうち最大規模の約30%を占めており、人口増加や豊富な宅地
供給が見込まれることから、今後も継続的な住宅需要が期待されます。

工業化を通じた効率化や生産性向上を実現し、現地に適した高品質な住まいを提供します。

事業環境 　 人口増加により住宅需要が底堅い一方、労働力不足、長い工事期間、工業化の遅れ
という現状に大きな機会

　住宅事業の海外展開においては、経済規模や人口成長率の視点から、進出エリアを北米・豪州に限定しています。
近年の住宅需要の高まりの一方で、慢性的な労働力不足や資材価格の上昇による建築費の高騰など、建築現場の合
理化とコスト削減のニーズがさらに高まっています。

米国市場

•  大きな人口割合を占めるミレニアル世代が住宅購入
の適齢期に入ったことを主要因に、中長期的に住宅
需要は底堅く推移する見込み。当社が主に事業を展
開するアリゾナ州やネバダ州は、企業進出も多く他
州からの人口流入が特に多い地域。

•  2022年度後半より、インフレ・住宅ローン金利の急
上昇が影響し市場全体に停滞感が見られたが、
2023年度は中古住宅不足も相まって、新築住宅は
回復基調にある。

豪州市場　

•  自然増と移民政策を背景に、人口は3年間でおおむね100万人
以上のペースで増え続けると予想され、住宅産業は中長期的
に安定成長が見込まれる。

•  COVID-19をきっかけとする補助金政策により歴史的な建築需
要が起き、資材費や労務費が著しく高騰した。2022年度は悪
天候も重なったことで工事が進まず、住宅業界全体が資金繰り
に苦しむ状況となったが、2023年度以降は、移民の受け入れ再
開により人手不足が解消に向かうと見込む。

当社グループの強み 　「へーベルハウスTM」を通じて培った、工業化住宅の開発・設計・施工ノウハウ

　日本の工業化住宅は、規格化された部材とプレハブ工法により品質管理されており、世界でも稀な産業形態として
確立されています。中でも当社は、日本初の3階建てシステム住宅の開発など、高品質の住宅を効率的に提供する仕
組みを構築しています。その過程で培った開発・設
計・施工ノウハウは、工期が日本の倍近くかかる海外
の建築業界にイノベーションを起こし、住まいづくり
の合理化と品質向上に貢献するものと考えます。

GG10  北米・豪州住宅

海外事業部門の売上高・営業利益
（億円） （億円）
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　当社グループのヘルスケア領域は、クリティカルケア（救命救急医療）か
ら医薬品、バイオプロセスにわたる多様な分野で事業を展開しています。主
要な事業会社はZOLL、旭化成ファーマ、Veloxis、旭化成メディカルの4社
で、それぞれが成長を志向しながら、「Improve and save patients’ lives」
という領域のミッションを追求しています。4社のトップと私はヘルスケア経
営協議会という定期的なミーティングで緊密に連携を取っており、領域全体
の視点で経営課題や中長期戦略、リソースアロケーションの優先順位付け
などを議論し、旭化成グループの成長を牽引する領域として拡大を目指し
ています。
　2022年度は、部材供給の制約や米国バイオテクノロジー業界の減速と
いったマクロ要因の影響を受けたことに加え、営業人員の確保や変動する
顧客需要への対応など、さまざまな課題に直面しました。その結果、売上
高・営業利益は年初目標を達成することができませんでした。2023年度は、
クリティカルケア事業を中心に2022年度の困難を克服し、ヘルスケア領域
全体で大きな回復を実現する年になると考えています。さらなる成長を実

現するという目標に向けて、各事業において、時には厳しい決断を下すこと
も辞さず、私たちがなすべきことに注力していきます。

各事業の強みを活かし、高い成長と収益性向上を追求
　中期経営計画では、2024年度に売上高5,900億円、営業利益600億円と
いう目標を掲げていますが、長期的には、収益性を向上させて営業利益率
20%以上を目指しています。拡大・成長と収益性向上を追求する高い目標
に向け、それぞれの事業で戦略を展開していきます。
　クリティカルケア事業では、ZOLLが近年買収したRespicardia、Itamarと
ともに、新たな成長エンジンを創出します。それら2社と「LifeVest®」の連携
により心不全治療における睡眠時無呼吸症の診断・治療ソリューションを提
供することで事業機会の最大化を図っていきます。加えて、急性心筋梗塞
の過飽和酸素療法を提供する「TherOx®」は、新たなソリューションで新しい
市場を創出していく事業であり、臨床試験実施によるデータ蓄積と治療効
果の訴求、業界内での認知向上などに取り組んでいます。

旭化成レポート2023価値創造 成長戦略旭化成の目指す姿 ガバナンス強化成長の基盤強化 企業情報 47

多様な成長ドライバーを有する「グローバル・ヘルスケア・カンパニー」へ “

国内21.8%

　　　　　　
　
　
　
　
海
外

78.2%

ヘルスケア領域担当
専務執行役員
兼 ZOLL Medical Corporation 
Chairman, Board Director
兼 Veloxis Pharmaceuticals, Inc. 
Board Director 

Richard A. Packer

医療事業　

•  ウイルス除去フィルター「プラノバ™」
• 人工透析
•  アフェレシス（血液浄化療法）関連機器
•  CRO／CDMO

医薬事業　

•  骨粗鬆症治療剤「テリボン®」 
「リクラスト®」
•  血液凝固阻止剤「リコモジュリン®」クリティカルケア事業　

•  着用型自動除細動器「LifeVest®」
• 医療機関向け除細動器
•  自動体外式除細動器（AED）
•  人工呼吸器
•  体温管理システム
•  過飽和酸素療法
•  植え込み型中枢性睡眠時無呼吸症治療デバイス
•  睡眠時無呼吸症在宅検査・診断ソリューション

• 関節リウマチ治療剤「ケブザラ®」　
•  免疫調整剤「プラケニル®」
•  免疫抑制剤「Envarsus XR™」

ヘルスケア領域
2022年度売上高

4,969億円

領域別戦略

ヘルスケア 
領域長メッセージ

ヘルスケア領域
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2021年度実績 2022年度実績 2024年度計画 
（2023年4月公表）

売上高（億円） 4,159 4,969 5,900

営業利益（億円） 522 419 600

営業利益率 12.5% 8.4% 10.2%

EBITDA（億円） 1,017 1,064 1,260

EBITDA率 24.5% 21.4% 21.4%

ROIC* 6.2% 4.2% 6.0%

 （注）色付きの項目はヘルスケア領域におけるManagement KPI

KPI

EBITDA、EBITDA率の推移
（億円） （%）

　医薬事業では、旭化成ファーマとVeloxisを基盤としてグローバルスペシャ
リティファーマへの進化を実現します。事業開発、臨床開発における両社の
知見を統合し、免疫・移植などのコア領域での成長の可能性を最大限に追
求し、規模の拡大を目指します。各地域における強みを維持しながら、グ
ローバルに事業を展開していきます。
　医療事業では、バイオ医薬品業界において他社にない独自の価値を提案
するバイオプロセス事業の確立を目指します。当社の製品とCRO、CDMO

等のサービスを組み合わせることで、特に医薬品製造の安全性と製造効率向
上の面において大きな貢献ができると考えています。米国バイオテクノロジー
業界の回復に向けて迅速に対応できるよう、最適な業界ポジションの確立と
製品・サービス供給体制の確保により、強みを有する分野で成長を図ります。
　これらの戦略の実行においては、長期的な視点で確実な成長につながる
投資を厳選し、リソースを集中的に投下していきます。また、DXについては、
旭化成ファーマのデジタルマーケティングが「NIKKEI BtoBマーケティング
アワード」で大賞を受賞するなど高い評価を受けていますが、各事業におい
てさらに取り組みを進め、市場変化の予測や生産性向上などに活かしてい
きます。

さらなるイノベーション実現に向けた新体制へ
　ヘルスケア領域では、真のグローバル・ヘルスケア・カンパニーを目指す
という中長期的なビジョンに向けた施策の一つとして、2023年に領域の本
部を米国に設置しました。イノベーションの最前線かつ世界最大のヘルス
ケア市場に本部を置くことで、業界トレンドを先取りした迅速な事業展開を
行い、成長を加速させます。さらに、2023年度からヘルスケア領域担当は、
米国を拠点とする外国人役員である私が1名で担う体制となりました。これ
は旭化成の中でもユニークな体制であり、変化と成長に向けた当社グルー
プの決意の表れでもあります。ヘルスケア領域は、今後も世界中の患者さ
まのより健康で充実した生活のために、ヘルスケア業界のグローバルな課
題解決に貢献する機会を全力で追求していきます。

（左軸） EBITDA　（右軸） EBITDA率

クリティカルケア 
事業

医薬・医療事業

予想
（2023年5月公表）

*  ROIC＝営業利益（1－税率）／（固定資産＋運転資本等）で算出
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事業戦略

心肺疾患や周辺急性期医療領域における事業開発と製品ポートフォリオ拡充
患者サービス事業 　「LifeVest®」は、引き続き市場浸透率を高め、標準的な治療法として確

立させることを目指しています。また、ZOLLは2021年度にRespicardiaおよびItamarの買収に
より、心疾患患者が併発することの多い睡眠時無呼吸症の診断や治療のための画期的なデバイ
スを獲得し、新たな分野に進出しました。それぞれに数十億ドル規模の潜在市場を有しており、
今後はこの2社の育成・拡大を図りながら、既存事業とのシナジーの実現と睡眠時無呼吸症市場
への展開の加速に注力し、確実な成果の結実を目指します。

医療インフラ事業 　医療従事者向け除細動器や、公共施設向けAEDなど、救命救急医療に
おける製品の市場リーダーとして、引き続き技術革新や製品・サービス開発に投資します。製品
ポートフォリオを多様化するとともに、米国外も含めたグローバルでの市場成長を着実に捉えて
拡大を目指します。

重篤な心肺疾患領域でのさらなる成長を追求し、一人でも多くのいのちを救い、健康に貢献することを目指します。

事業環境 　心肺疾患領域における大きな潜在市場

　米国を含む先進国の多くにおいて心疾患は死因の第1位です。心停止に対して用いられる除細動器等の救命
救急医療機器や、心肺疾患の診断・治療機器に対するニーズは高まっています。除細動器には植え込み式と体
外式があり、体外式には、医療機関向け製品に加え、公共施設等に設置されるAED（自動体外式除細動器）や、心
停止リスクを抱えた患者さまが常時身に着ける着用型があります。心停止状態になると、1分経過ごとに大きく
救命率が下がると言われ、迅速な救命のための医療機器やシステムのさらなる普及が必要とされています。
　また、心肺疾患領域では、社会の高齢化や医療技術の高度化に伴い、臨床現場のアンメットメディカルニーズ
に応える製品・サービスの潜在市場は拡大しています。

当社グループの強み 　ユニークな製品群と医療機関との強固なネットワークが強み

　ZOLLは、心肺蘇生をはじめとした救命救急や、心肺疾患向けの医療機器およびソリューションに特化したグロー
バルな医療機器メーカーです。当社グループの一員になって以降、既存事業の成長に加えM&A等で新規技術・事
業を獲得し育成することで拡大し、売上高は約4倍（2012～2022年度のCAGRは13％）と、大きく成長しました。
　強みの一つは、着用型自動除細動器「LifeVest®」
をはじめとするユニークな製品群です。着用型自動
除細動器は、米国だけでも30億ドルの潜在市場があ
ると推定されますが、「LifeVest®」は当該市場の開拓
者として確固たるポジションを確立しており、世界で
累計100万人以上の患者に着用され数千人の命を
救ってきた実績があります。また、医療機関向け除細
動器など医療従事者向け市場において、豊富な製品
ラインアップを揃え、病院との強固なネットワークを
有することも強みです。

GG10  クリティカルケア

患者サービス事業
•   100億ドル以上のグローバル潜在 
市場

•   現在の市場浸透率は10%未満
• 10%台半ばの事業成長率
•   70～80%の売上総利益率

医療インフラ事業
•  50億ドル以上のグローバル潜在 
市場

•  複数の製品カテゴリーでリード 
ポジション

•  一桁台後半の事業成長率
• 50～60%の売上総利益率

着用型自動除細動器「LifeVest®」
不整脈管理システム
心不全管理システム
睡眠時無呼吸症在宅検査・診断ソリューション
植え込み型中枢性睡眠時無呼吸症治療デバイス

人工呼吸器
医療機関向け除細動器
自動体外式除細動器（AED）
自動心肺蘇生器
急性心筋梗塞治療システム
体温管理システム
ソフトウェアソリューション

（年度）

19.2%

202220202018201620142012
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

ZOLLの着実な成長の軌跡（売上高）
（百万ドル）

 

COVID-19による 
人工呼吸器需要増

10年間CAGR

13%
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事業戦略

免疫・移植の周辺疾患に特化し、医薬事業の売上高で2,000億円を目指す
　「Envarsus XR™」はグローバルにおける医薬事業の成長牽引役として引き続き販売拡大を目指
します。また、免疫・移植領域と、その周辺疾患領域である感染症や腎疾患、スペシャリティ領域を
重点領域とし、大病院向けの医薬品にフォーカスすることで、グローバルスペシャリティファーマと
しての成長を目指します。加えて、旭化成ファーマとVeloxisの連携を深めることで、臨床開発や事
業開発機能（M&A、導入、オープンイノベーション）をさ
らに強化していきます。新薬の開発・上市・販売拡大を
目指すべく、イノベーションの最前線かつ最大市場であ
る米国における臨床開発・事業開発機能の強化を進め
ていきます。
　一方、国内市場においても、既存製品の販売拡大を
図るとともに、導入によるパイプライン拡充も積極的に
行います。医薬事業全体で2025年に1,500億円、2030

年に2,000億円の売上高を目指します。

免疫・移植の周辺疾患領域にフォーカスした「グローバルスペシャリティファーマ」への進化を加速。

事業環境 　世界最大の規模を誇る米国医薬品市場が医薬事業拡大の大きな鍵を握る

　世界の医薬品市場は2025年に1兆6,000億ドル規模に達すると予想されており（2021～2025年CAGR3

～6%）、中でも米国市場は世界最大の市場です（2025年に6,050億～6,350億ドル*1）。製薬企業の取り組み
に加え、産官学や創薬ベンチャー、投資家などの連携でイノベーションを生み出すエコシステムが構築されて
おり、医薬事業の拡大には、米国市場における事業プラットフォームの獲得が大きな鍵となっています。
　当社が注力している腎不全・腎移植市場に
おいては、米国の成人人口の7分の1にあたる
約3,700万人が慢性腎臓病に罹患しており、
うち78万人が末期腎不全であると言われてい
ます。腎移植手術は透析に比べQOLと医療
経済性が高い治療法として評価されており、
年間約2.5万件の手術が行われ、その件数は
今後も増加する見通しです。
*1  参考：IQVIA「Global Medicine Spending and Usage 

Trends Outlook to 2025」

当社グループの強み 　Veloxisの免疫抑制剤「Envarsus XRTM」は、順調にシェアを拡大

　当社が腎移植患者に向け展開するのが、Veloxisの免疫抑制剤「Envarsus XRTM」です。最高血中濃度の
上昇を抑えながら有効成分濃度を長時間保つことができ、1日1回の服用を可能とする独自の徐放性技術に
加え、少数精鋭のMRが免疫・移植分野で米国の大病院の専門医との営業チャネルを獲得していることが強
みです。すでに米国で多くの高度医療施設から腎移植患者の必須薬として指定されており、
2022年度のタクロリムス市場におけるシェアは15%を超え、新規腎移植患者におけるシェ
アも30%以上と、順調に推移しています。一時期COVID-19の影響でMR活動が制限される
など販売量の伸びが鈍化しましたが、2022年度以降は順調に伸長しています。

GG10  グローバルスペシャリティファーマ

医薬事業売上高推移イメージ
（億円）

（年度）

1,5001,500
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0

500

1,500

1,000

2,000
2,000

933

目標

地域 コア領域 製品 目指すグローバルスペシャリティファーマ像

旭化成ファーマ

免疫・移植の周辺疾患／ 
スペシャリティ 

（専門医／特殊疾患）へ 
フォーカス

大病院 
（病床数が多い）へ

フォーカス日本

整形外科 • テリボン®

• リクラスト®

救急／病院 • リコモジュリン®

免疫
• ケブザラ®

• ブレディニン®

• プラケニル®

Veloxis Pharmaceuticals

米国 移植 • Envarsus XR™
• VEL-101（旧FR104）

1 2

米国の腎不全・腎移植市場
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移植後、生涯にわたり
免疫抑制剤を服用

腎移植後治療中の患者数： 
約20万人

（毎年新たに約2.5万人が 
移植を実施）

透析患者数： 
約50万人

出典：National Kidney Foundation

血液透析 腹膜透析 生体腎移植 献腎移植

透析療法 腎移植

末期腎不全の治療方法

腎疾患感染 免疫・ 
移植



事業戦略

これまで築いた顧客基盤やブランドを活かし、業容拡大を進める
「プラノバ™」における開発・能力増強のための投資を実施
　2022年度は、優れたろ過流速や高いウイルス除去性のほか、製薬プロセスのオペレーション効率化を目指し
た新製品「プラノバ™S20N」を発売しました。
　また、拡大する需要に対応するため、現在宮崎県延岡市において「プラノバ™」組立工場を新設中です（2023

年度中竣工予定）。新工場では自動化やDXを最大限に推進し、品質と生産効率を大幅に向上させるスマートファ
クトリーを計画しています。

CRO・CDMO事業に参入
　2022年5月に買収した米国のBionovaは、製薬企業に対して製造プロセス開発受託、製造受託サービスを提
供するバイオ医薬品CDMO（医薬品の開発製造受託サービス）企業です。その強みは、特に製造が難しい複雑
な次世代抗体医薬品について、多くの実績があることです。本社のあるカリフォルニア州を中心に、西海岸に多
く存在する創薬ベンチャーに対し、大手CDMO企業が参入しにくい小規模の研究開発案件の依頼は増え続けて
います。これを受け、当社はBionovaの医薬品製造能力を従来の4倍へと増強することを決定しています。

製剤の安全性と生産性の向上に貢献する製薬企業にとってのプレミアムパートナーへと進化。

事業環境 　 バイオ医薬品市場の拡大を背景に、バイオプロセス関連市場が
拡大

　創薬技術の多様化や高度化により、医薬品開発では遺伝子組み換えや細胞培養などのバイオ
テクノロジーを利用して製造されるバイオ医薬品市場が拡大しており、2022年から2030年にか
けての年平均成長率は8%とも予想されています。さらには細胞治療、遺伝子治療、中分子医薬
などの次世代治療へと移行しており、バイオプロセス関連市場は拡大の一途です。
　中でも、医薬品を製造する過程でウイルス混入リスク抑制に用いられるウイルス除去フィルター
市場は、今後も高い成長が見込まれています。バイオ医薬品の製造プロセス開発においては、製
剤ごとの特性に応じて最適化されたプロセス開発を行い、それに合わせたフィルターを選定する
必要があります。製薬企業にとって、幅広い製品ラインアップと高い製品品質を実現するフィル
ターメーカーの存在が、今後は一層重要となります。

当社グループの強み 　 ウイルス除去フィルター「プラノバ™」が、確固たる地位を確立

　1989年に当社が世界で初めて*開発した生物学的製剤からウイルスを除去するセルロース製中
空糸型フィルター「プラノバ™」は、世界的にも高いシェアを確立しています。膜の孔径サイズに
よってウイルスを高精度に分離する当社の技術は、バイオ医薬品や血漿分画製剤の製造プロセス
において高く評価されシェアを拡大してきました。また、
顧客要求に応じた製品提案力や安定した製品供給力、学
術的知見に裏打ちされた技術サポートなどにより、製薬企
業や業界のKey Opinion Leaderから信頼をいただき、強
固なネットワークを確立しています。
* 当社調べ

GG10  バイオプロセス
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バイオセーフティ 
試験受託サービス
（CRO）

ウイルス除去 
フィルター

精製フィルター

装置

顧客基盤、顧客基盤、
ブランド等に ブランド等に 
おける おける 
相乗効果相乗効果

顧客基盤、
ブランド等に 
おける 
相乗効果

バイオ医薬品
血漿分画製剤

次世代医薬品  （遺伝子治療、細胞治療、再生医療、次世代ワクチンなど）

顧客基盤、顧客基盤、
ブランド等に ブランド等に 
おける おける 
相乗効果相乗効果

顧客基盤、
ブランド等に 
おける 
相乗効果

開発製造受託 
サービス（CDMO）


